













































































































































































都道府県 指定都市 市区 町村
政策 21（45.7％） 6（33.3％） 78（12.5％） 23（8.2％）
施策 41（89.1％） 11（61.1％） 307（49.3％） 86（30.7％）
事務事業 41（89.1％） 17（94.4％） 613（98.4％） 276（98.6％）
事務事業の全て 13（28.3％） 9（50.0％） 291（46.7％） 126（45.0％）
事務事業の一部 28（60.9％） 8（44.4％） 322（51.7％） 150（53.6％）
評価を導入済みの団体数 46 18 623 280
総務省（2011：4）をもとに筆者修正
















































































都道府県 指定都市 市区 町村
第三者機関 20（43.5％） 11（61.1％） 168（27.9％） 48（17.1％）
NPO 等他団体 2（4.3％） 0 4（0.6％） 5（1.8％）
議会 1（2.2％） 0 8（1.2％） 4（1.4％）
住民 0 5（27.8％） 73（11.7％） 32（11.4％）
その他 3（6.5％） 1（5.6％） 20（3.2％） 5（1.8％）

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（2012年11月23日 最 終 ア ク セ ス ）http://www.soumu.
go.jp/main_content/000106463.pdf
───（2012）「目標管理型の政策評価の改善方策の概要」
（2012年11月23日 最 終 ア ク セ ス ）http://www.soumu.
go.jp/main_content/000152602.pdf
田中啓（2006）「自治体における行政評価の実践とその成
果」『静岡文化芸術大学紀要』（７）　pp.37-52
多摩市議会（2012）「議会の評価〔平成23年度決算審査事
務事業評価〕」（2012年11月23日最終アクセス）http://
www.city.tama.lg.jp/shigikai/69/015997.html
多摩市議会事務局（2012）「多摩市における議会改革につ
いて─予算・決算特別委員会の活動を中心に」
西尾勝（2000）「行政の評価方式の拡張をめざして」　西尾
勝（編）（2000）『行政評価の潮流─参加型評価システム
の可能性』行政管理研究センター
南島和久（2007）「府省における政策評価の中立性および
客観性」『法学志林』104（４）　pp.163-213
廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム（編）（2012）『議会
改革白書2012年版』生活社
松下圭一（2003）『シビル・ミニマム再考─ベンチマーク
とマニフェスト』公人の友社
三重県地方自治研究会（1999）『「事務事業評価」の検証─
三重県の行政改革を問う』自治体研究社
三菱総合研究所（2009a）「地方自治体における行政評価等
への取り組みに関する実態調査─2009年調査結果概要
版」
───────（2009b）「地方自治体における行政評価等
への取り組みに関する実態調査─2009年調査結果データ
版」（2012年11月23日　最終アクセス）
 http://www.mri.co.jp/NEWS/press/2009/2013655_1435.
html
武藤博己（2002）「政策評価の手法開発」　松下圭一・西尾
勝・新藤宗幸（編）（2002）『自治体の構想─３　政策』
岩波書店
山谷清志（1997）『政策評価の理論とその展開─政府のア
カウンタビリティ』晃洋書房
────（2006）『政策評価の実践とその課題─アカウン
タビリティのジレンマ』萌書房
42
Hosei University Repository
